
再生可能エネルギーの
全量固定価格買取制度
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需要の創出需要の創出需要の創出

再生可能エネルギー導入量

約3,000万ｋＷ増加

ＣＯ２削減量
日本の総排出量の約2％

市場拡大効果
太陽光、風力発電、蓄電池などの売上げ

約4,000億円分の

原油輸入量に相当

約約4,0004,000億円分の億円分の

原油輸入量に相当原油輸入量に相当

再生可能エネルギーの導入拡大による効果再生可能エネルギーの導入拡大による効果

固定価格買取制度の導入による効果固定価格買取制度の導入による効果

再生可能エネルギー（太陽光、風力、バイオマス等）の導入拡大により、 ①エネルギーセキュリティ
の向上、②様々な新規市場の創出を促進。固定価格買取制度はその切り札。

部素材メーカー
へのメリット

材料の調達等 太陽光発電
施工件数の増加による

地域の中小工務店の活性化
（今年度は年間約20万件）

最近の国内工場の増設計画の事例

Ａ社（太陽電池） 460MW分、720億円を既に投資 （年産1,000MW）

Ｂ社（部素材） 太陽電池用ガラス等を中心に3年間で1,500億円の

投資予定
（年200億円分の営業利

益目標）
Ｃ社（製造装置） 30億円を投資（年300億円分の生産能力

太陽光発電の世界市場
2020年 約10兆円

蓄電池の世界市場
2020年 約10兆円

風力発電の世界市場
2020年 約10兆円

住宅産業へのメリット
新築住宅 年間約40万戸

への太陽光発電 標準装備

更に、バイオマス発電や施工部門など

地域経済の活性化に貢献

更に、バイオマス発電や施工部門など更に、バイオマス発電や施工部門など

地域経済の活性化に貢献地域経済の活性化に貢献

設備投資の増大設備投資の増大設備投資の増大

拡大する海外市場の獲
得

拡大する海外市場の獲拡大する海外市場の獲
得得

再生可能エネルギー関連市場
約１兆円

国内市場の拡大、新規市場の創出、
海外市場の獲得

再生可能エネルギー関連市場
10兆円

2020年

再生可能エネルギー比率
約５％

エネルギーセキュリティの向上
再生可能エネルギー比率

10%

2009年

「新成長戦略」、「エネルギー基本計画」
（平成22年6月、閣議決定）

「新成長戦略」（平成22年6月、閣議決定）

再生可能エネルギーの導入拡大に向けて再生可能エネルギーの導入拡大に向けて

2020年2009年

（2020年時点）

（2020年時点）
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導入量は、
制度開始前の約３
倍

(1) 従来の施策

○ 2003年から、RPS法（Renewables Portfolio Standard、

電気事業者による新エネルギー等の利用に関する

特別措置法）により、再生可能エネルギー電気を毎

年度、一定量導入することを電気事業者に義務づ

け。

○ 2009年から、住宅用等の小型の太陽光発電につい

ては、余剰電力買取制度（電力会社に電気の買取

を義務付ける制度）に移行。導入量は飛躍的に増加。

従来の施策と新制度の検討従来の施策と新制度の検討

(2) 新制度の検討

○ 2009年11月以来、経済産業大臣直轄のプロジェクト

チームにおいて、有識者とともに検討を行い、関係者

のヒアリングを重ね、2010年夏に大枠を発表。

○ 次期通常国会提出に向けて、制度の詳細を審議会で

検討中。報告書案をパブリックコメントに付し、１月１８

日に取りまとめ予定。

住宅用太陽光発電の導入量（単年度）

○ 2009年から、住宅用等の小型の太陽光発電の余剰電力買取制度がスタート。

○ 民主党は同年夏のマニフェストで全量固定価格買取制度の導入を明記。政権交代後、鳩山総理か

ら経済産業大臣に検討指示があり、経済産業大臣直轄のプロジェクトチームにおいて検討開始。

○ 関連法案（新法）を次期通常国会に提出予定。
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新制度の概要新制度の概要

【買取対象】

【買取価格・期間】

【費用負担方法】

○ 従来の住宅用等の小型の太陽光発電に加え、新たに以下の再生可能エネルギー（実用化されて

いるもの
全て）を対象とする。発電事業用も含む。

－ 太陽光発電（住宅用等の小型以外も追加）
－ 風力発電（小型も含む）

－ 中小水力発電（３万kW未満）

－ 地熱発電
－ バイオマス発電（紙パルプ等他の既存産業に影響がないもの）

○ 風力、中小水力、地熱、バイオマス発電は、15～20円/kWh程度で15～20年程度買い取り。国際的

に遜色
のない水準。

○ 太陽光発電については、価格低下が早いので、当初は高い買取価格を設定し、徐々に低減。

○ 買取費用を電気料金に上乗せして回収（付加金）。
○ 全ての需要家が電気の使用量（kWh）に応じて公平に負担。
○ 電力会社によってkWh当たりの単価が異ならないよう、地域間調整を行う。
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全量買い取りの影響は？
－ドイツの例（ルール・ペーパーより）ー



ドイツにおける太陽光、バイオマス、風力発電能力推移

出典 Frondel, M, et.al., 
Economic Impacts from the zpromotion of Renewable Energy ztechnologies:
The German Experience
RUHR economic papers, RWI



ドイツのFITと電力市場価格の関係
太陽光は8倍、風力は2倍弱

出典 Frondel, M, et.al., 
Economic Impacts from the zpromotion of Renewable Energy ztechnologies:
The German Experience
RUHR economic papers, RWI



出典 Frondel, M, et.al., 
Economic Impacts from the zpromotion of Renewable Energy ztechnologies:
The German Experience
RUHR economic papers, RWI

太陽光支援のトータル純コスト：実質 530億ユーロ
FITと市場価格のかい離の累積

１ｔ・CO2 当たり716ユーロ！
EU-ETSの排出権は10－20ユーロ
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風力支援のトータル純コスト：実質 200億ユーロ
FITと市場価格のかい離の累積

出典 Frondel, M, et.al., 
Economic Impacts from the zpromotion of Renewable Energy ztechnologies:
The German Experience
RUHR economic papers, RWI

１ｔ・CO2 当たり54ユーロ！
EU-ETSの排出権は10－20ユーロ
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ドイツFIT制度の帰結

①環境効果
EU=ETSにクレジット供給→排出がシフトしただけ

排出権価格を15％低下との分析（Traber 他2009）

むしろ安価な排出削減技術をクラウドアウト

ETSとFITは相乗効果はない

②電力価格

消費者電力価格は3％上昇

スペインやイタリアの化石燃料発電に、クレジット価格
低下を通じて補助効果

出典 Frondel, M, et.al., 
Economic Impacts from the zpromotion of Renewable Energy ztechnologies:
The German Experience
RUHR economic papers, RWI



ドイツFIT制度の帰結（続き）

③雇用効果
そもそも経済マイナス効果（可処分所得減、雇用のクラウドアウ
ト）を考慮していない分析が多い

太陽光パネルの半分は輸入
FITは雇用への補助＝一人当たり17.5万€（2200万円）
RE部門の雇用増は、被雇用者からの移動が主

④エネルギーセキュリティ
バックアップシステム（天然ガス）の維持コスト6億€（2006）

⑤イノベーション
太陽光に対して過度に有利な補助システムに代えて、RE
に発電電力当たり一律の補助金を出すべき

技術開発よりもロビーイングを助長→恣意的なFITレート
FITよりも、政府が基礎研究に投資するほうが効率的



地球温暖化政策とエネルギーセ
キュリティ



エネルギー・セキュリティ

①原子力の位置づけ
政治的取引によって阻害されかねない、最大の
温暖化政策 ⇒ 超党派の米国を見よ。

②石炭火力の位置づけ
どの国もオプションから外さない重要電源

⇒米国、中国、ドイツを見よ。

③再生可能エネルギーの位置づけ
セキュリティコスト負担問題とセットで議論すべし

⇒英国を見よ。





○本計画の強力な実施により、２０３０年に▲３０％程度もしくはそれ以上（国内のみ真水）の削減が
見込まれる
○これは、２０５０年▲８０％に向けた現状からの削減幅の約半分に相当する極めて意欲的な数字
○経済成長しながらＣＯ２排出量（エネルギー消費量）を大幅に削減する姿を提示
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オイルショック時：

年率3.3％改善

エネルギー基本計画：

年率3.4％改善

今後約20年で半減

※実質GDP成長率は年率+4.4％

※実質GDP成長率は2010年代
に約2％、 2020年代に 約1. 2％

ＣＯ２原単位の推移

史上初めて経済成長と
同時にエネルギー消費

を大幅削減

オイルショック時を上回
るＣＯ２効率の改善



産業界の国際貢献と
二国間クレジット構想



産業界の国際貢献に関する基本的考え方

①日本の省エネルギーを始めとする温暖化対策技術力を、主要
国に移転することによって、世界の温室効果ガス削減に貢献。

②nation state間の温暖化国際交渉が行き詰まっていることで、

温室効果ガス削減に向けての行動が遅延しないよう、産業・企
業が国境を越えて協力しつつ、実質的な削減行動を継続・強化
するための制度設計を急ぐ。

③温暖化対策の本質は、消費ベースでの化石エネルギー使用削
減に着目して世界的に「低炭素消費社会」を構築していくことに
ある。したがって、長期的には排出ベースで各国政府が削減義
務を負う枠組みから進化し、LCA＝ライフ・サイクル・アセスメン

ト的発想による国際的な温室効果ガス削減が必要。



先進国―途上国間協力モデル構想

●一例として、世界の排出量の約半分を占める日・米・中が、省エ
ネルギー・再生可能エネルギー・原子力分野で協力し、相当規模
の温室効果ガス削減を進めていく構想を検討。

（１）３カ国で「地球温暖化防止相互協力のための行政協定」を締結。

（２）本協定の参加は全ての国に対してオープンにしておき、他の先
進国や途上国の参加を呼び掛ける。ただし、参加国は原単位又
は絶対量削減目標について、努力目標以上の義務を負うことを
要件とする。

（３）次期枠組みの不可欠な要素ブロックとして「UNFCCCに新たに

レジストリーを設置して、国際的な産業間技術協力とそれによっ
て期待される排出量削減又は原単位改善に関するセクター別合
意を登録させ、その実施について中立的第三者専門家がモニタ
リング・検証を行う」といった仕組みに発展させていくことも可能



（１）省エネルギー・再生可能エネルギー・原子力の分野で、３カ
国政府及び民間専門家が、共同して進められるプロジェクトを調
査して決定する手続きを規定。

（２）それらのプロジェクトで削減できる温室効果ガスのベースラ
インからの削減目標値（例えば5-10億トン）又は原単位目標値を

設定。

（３）上記目標値を達成した場合に生じるオフセット・クレジットを、
３カ国間で合意する方法（MRV；測定・報告・検証可能な方法）に

よって、３カ国政府が共同で「認定」し、資金・技術の貢献に応じ
て按分。これによって生まれるオフセット・クレジットは、各国の
国内制度において使用可能とする。 （例：日本=自主行動計画遵

守、米国＝国内排出権取引・・・）

「地球温暖化防止相互協力のための行政協定」の要素



（４）将来、UNFCCCで新たなオフセット・クレジットメカニズムが確

定すれば、それとリンクするよう協定を改定。

（５）３カ国の低炭素消費社会構築のため、LCA的観点から温室

効果ガスを削減するような製品の供給に対する公的支援につ
いても、クレジット発生の対象として検討（DSM-CDMの容認）。

（６）３カ国は、官民合同アドバイザリー委員会を設置して、資金
と技術の供与を仲介し、MRV方法の実行上の問題を処理する。

（７）貿易障壁（環境フレンドリーな財に対する関税等）の撤廃と
WTOルールと非合的な措置の禁止（輸入制限、知的財産権）。

（８）参加先進国間で、参加途上国向けの基金を設置。

「地球温暖化防止相互協力のための行政協定」の要素（続き）



日本政府の取組みに発展





分配（無償）分配（無償）

二国間クレジット制度について二国間クレジット制度について

 二国間約束の下、低炭素技術による海外での排出削減への貢献を独自に評価・クレジット化
することで、クレジット獲得を目指す制度。

 適用技術の大幅な拡大・普及(原子力、ＣＣＳ等)、戦略的な国の選定、手続きの簡素化等が可
能。

 現行京都議定書では認められない仕組みだが、コペンハーゲン合意によって各国独自の制度
設計に可能性が開かれた。米国も、同様の考え方で国内法案を作成。
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途上国分の一部を購入

目標算入
or売却

目標算入
or売却

二国間約束

排出削減量を認定し、
クレジット化

旧式技術

最先端技
術

【我が国排出削減プロジェ
クト】

排出
量
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現行ＣＤＭの更なる改善に向けて①

• 世界全体での省エネ分野の削減ポテンシャルは非常に大きいに
も関わらず、現行ＣＤＭの対象部分は限定的。（450ppm安定化シ
ナリオにおいて、2030年までの削減ポテンシャルの約６割が省エ
ネによるもの）

• 原子力、CCSといった削減効果の高い技術は現行CDM対象外
であり、石炭火力の導入についても制限がかかる等、厳格な条
件設定のため、実効的な技術移転は進められていない。
（現行CDMによる、今までの累積削減量はわずか４億トン程
度。）

[IEA: WEO 2009]



• プロジェクト数の７割以上が中国に存在するなど、世界
全体で見た時の地域偏在性が大きい。

– プロジェクトの着工時点では
クレジットは発行されず、開発

資金としては活用できない。

– CDMはプライベートセクターの
事業であるため、公的ファイナ
ンスとの連携があまり見られず、

多くの途上国が受け身の対応。

• 登録・承認・検証等のプロセスに非常に長期間を要する。

現行ＣＤＭの更なる改善に向けて②

二国間、多国間のオフセットの枠組み二国間、多国間のオフセットの枠組みを通じ、対象分野拡大、

地域偏在性改善、途上国の低炭素開発政策及び公的資金と
の連携、審査の迅速化等を図る。
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State and Trends of the Carbon Market 2010(世界銀行)より



新たなメカニズムに対する我が国の考え方

28

プロジェクトベース
オフセットメカニズ

ム

プロジェクトベース
オフセットメカニズ

ム

REDD+クレジットREDD+クレジット NAMAクレジットNAMAクレジット

国連下のクレジッ
ト

（CDM・JI・GIS）

国連下のクレジッ
ト

（CDM・JI・GIS）

セクターベース
クレジット

セクターベース
クレジット

○技術の効率的な普及のため、我が国が追求する二国間・多国間のオフ

セット・メカニズムの形態は、現時点でオープン。

○現在、議論されている様々な柔軟性メカニズムは相互補完的であり、相

互にシナジーを生む。

相互補完
シナジー効果











更なる先進国―途上国協力の発展
に向けて



オフセット・クレジット制度からNAMA支援へ（１）
（Nationally Appropriate Mitigation Action＝各国独自の削減行動）

●オフセット・クレジット制度の改善余地

①発生するクレジットの性格、取引可能性

②複数の制度間での調整問題（ダブルカウント、
交換価値等）、SCMへの警戒感

③MRVの共通化への課題
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オフセット・クレジット制度からNAMA支援へ（２）

●NAMA支援のポイント

①民間資金ではなく、公的資金の最大活用

民間の支援実施は「低炭素実行計画」の中に

②途上国での削減実効性は、PBCMプラス政策
実施や人材育成に本質。支援範囲を拡大し
てパッケージ化。

例：交通セクター：政策人材育成、データ収集、交通規制法

体系、地下鉄建設、自動車燃費規制方法論・・・

③MRVは、プロジェクトベースだけではなく、政策
実施による削減の検証も。

35



支援形態の多様化

●NAMAパッケージ支援ツールの多様化

①技術協力、②専門家派遣、③円借款、④FS調
査、⑤公的融資、⑥クレジット・・・・

●途上国の発展段階による差異化

LLDC：直接支援中心

LDC  ：政府金融

新興国：民民プロジェクト、標準化等ソフト支援
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